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1.  平成21年3月期第1四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年6月30日） 

(注)当期より「四半期財務諸表に関する会計基準」等に基づき財務情報を作成しているため、当四半期の対前年同四半期増減率は記載していない。  

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第1四半期 1,198,582 ― 119,704 ― 144,087 ― 82,761 ―

20年3月期第1四半期 1,115,751 18.3 129,464 8.3 148,691 20.8 86,701 16.0

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第1四半期 13.15 12.50
20年3月期第1四半期 13.70 13.01

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第1四半期 5,567,919 2,507,898 35.9 317.98
20年3月期 5,193,498 2,413,954 36.8 303.34

（参考） 自己資本   21年3月期第1四半期  2,000,873百万円 20年3月期  1,908,777百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  

（注）平成21年３月期の期末の配当については、先行きの業績見通し等を踏まえて判断することとしているため、未定である。なお、期末の配当方針については平成21年
３月期第３四半期決算発表時に公表する予定である。  

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 5.00 ― 6.00 11.00
21年3月期 ― ――― ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― 4.00 ― ― ―

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期連結累計期間 2,640,000 14.0 180,000 △31.9 210,000 △26.1 130,000 △26.3 20.66
通期 5,500,000 13.9 400,000 △26.7 450,000 △20.2 255,000 △28.2 40.53

1



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

[(注) 詳細は、９ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。]  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

[(注) 詳細は、９ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。]  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
１．本資料に記載された予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれております。実際の業績は、今後様々な要因によって
大きく異なる結果となる可能性があります。 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号)及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第
14号)を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

新規 ― 社 （社名 ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第1四半期  6,806,980,977株 20年3月期  6,806,980,977株

② 期末自己株式数 21年3月期第1四半期  514,585,603株 20年3月期  514,477,120株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第1四半期  6,292,430,650株 20年3月期第1四半期  6,326,566,028株
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※平成 21 年 3 月期の個別業績予想（平成 20 年 4 月 1 日～平成 21 年 3 月 31 日） 

(％表示は、通期は対前期､第 2 四半期累計期間は対前年同四半期増減率) 

 売上高 営 業 利 益  経常利益 当期純利益 
1 株当たり 

当期純利益 

 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 円 銭

第 2 四 半 期 

累 計 期 間 
1,730,000 28.6 130,000 △25.4 130,000 △22.8 110,000  △5.4 17.45

通   期 3,500,000 25.8 260,000 △30.9 260,000 △26.4 180,000 △23.7 28.56

(注)本資料に記載された予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれ
ております。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。 
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【定性的情報・財務諸表等】 

１．連結経営成績に関する定性的情報 

（当第１四半期の概況） 

  当第１四半期における世界経済は、ＢＲＩＣＳを中心とした経済成長を受けて全体として拡大基調にあり

ますが、サブプライムローン問題に端を発する金融収縮の影響が米国を中心に実体経済へ波及しつつあり、

減速懸念が高まっているところであります。 

  一方、日本経済も、米国経済の停滞等による輸出の伸びの鈍化や資源価格の高騰等が企業収益を圧迫し

つつあり、設備投資も減速傾向にあります。また、底堅く推移してきた消費についても、雇用・所得環境

の足踏みや生活物資の価格上昇から減速しつつあり、住宅投資も低迷する等、下振れ懸念が高まってきて

おります。 

  当社グループは、中期連結経営計画（平成 18 年度～平成 20 年度）を推進中で、収益面で１年目、２年

目とも計画を超過達成してまいりました。しかしながら、最終年度である当期は、史上最大規模の鉄鋼原

材料価格高騰に見舞われる等、厳しい経営環境に直面しております。こうしたなか、製鉄事業及び製鉄以

外の５事業（エンジニアリング、都市開発、化学、新素材、システムソリューション）は、各事業分野に

おける自立的運営を通じて環境変化に迅速に対応しながら、グループ企業価値向上に向けて事業展開を図

っているところです。 

 

各事業分野別の業績の概況は以下のとおりであります。 

（当第１四半期の事業分野別の業績概況） 

（単位 億円） 

 売上高 営業損益  

 当第 1 四半期 前第 1四半期 当第 1 四半期 前第 1四半期 

製鉄事業 10,302 9,356 1,116 1,139 

エンジニアリング事業 724 715 22 37 

都市開発事業 110 163 10 32 

化学事業 647 802 34 74 

新素材事業           192 169 △0 0 

システムソリューション事業 348 329 15 28 

計 12,326 11,536 1,199 1,313 

消去又は全社   （340）  （378）  （2）    （18）

連結 11,985 11,157 1,197 1,294 

 

 

 ＜製鉄事業＞ 

 製鉄事業につきましては、国内鉄鋼マーケットは、建設分野の活動水準の低下等で当該分野の需要に不

安定な動きが見られたものの、外需に牽引された自動車、造船、産機、電機など製造業向け需要が引き続

き堅調に推移してまいりました。一方、海外鉄鋼マーケットも、自動車、住宅等が落ち込んでいる米国を

除くとＢＲＩＣＳを中心とした各国の経済成長を受け、引き続き需要は堅調に推移してまいりました。 
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 しかしながら、鉄鋼原材料の世界的な需給逼迫も続いており、足下の価格高騰で史上最大規模の原材料

調達コストの増大を余儀なくされるなど、極めて厳しい事業環境に直面しております。これに対して、当

社と致しましては、生産性向上や歩留向上など徹底したコスト削減に全力で取り組むとともに、需要家の

皆様に鉄鋼業を取り巻く厳しい状況についてご理解を賜りながら鋼材価格の改善を進めているところであ

ります。 

  このような足下の環境変化はあるものの、当社としては、ＢＲＩＣＳを中心とした各国の経済成長と、そ

れを背景とした世界鉄鋼需要の増加を睨み、引き続きグローバルな供給体制の強化・拡大や自社設備の生

産能力拡大を進めております。 

本年４月に、アルセロール・ミタル社（ルクセンブルク）との北米における自動車鋼板合弁事業の拡大

について、同社との合弁事業である米国Ｉ／Ｎ Ｋｏｔｅ社に新たに自動車鋼板用溶融亜鉛メッキライン

１ラインを２０１０年内の稼動を目指して新設することで合意致しました。また、本年５月に、大分製鐵

所において、低品位原料炭の利用拡大や大幅な省エネルギー効果が期待される「次世代コークス製造技

術」を世界で初めて導入した第５コークス炉の総合運転を開始致しました。一方、当社グループが権益を

保有する豪州カルボロダウンズ炭鉱について、資源大手のヴァーレ社（ブラジル）等との間で大型採炭設

備の導入等による坑内掘り生産能力の拡張を行うことに本年５月に合意する等、鉄鋼原材料について、サ

プライヤーとの関係強化と長期安定確保に向けた取り組みを引き続き進めております。 

  このほか、環境対策につきましても、本年６月に君津製鐵所において鉄ダスト系副産物のリサイクルで

世界最大の能力を有する回転炉床式還元炉が本格稼動に入る等、「ゼロエミッション」・「省資源」・

「省エネルギー」の体制を更に進展させております。 

 

 ＜エンジニアリング事業＞ 

新日鉄エンジニアリング㈱は、国内では製鉄プラント・大型物流施設建設案件に加え、廃棄物処理施設

案件等において提案型営業を展開し、海外では需要が旺盛な東南アジア地域におけるエネルギー開発関連

案件に重点的に取り組みました。また、過去最高レベルの受注残を抱えるなかで、受注プロジェクトにつ

いては、リスク管理強化を含めた万全なプロジェクト遂行に注力しております。 

 

 ＜都市開発事業＞ 

㈱新日鉄都市開発は、不動産事業の専門家集団として、当社グループが保有している遊休地等のバリュ

ーアップを目的とした企画・提案・開発機能を推進するとともに、特色あるデベロッパーとして、市街地

再開発、マンション建替え等の「資産価値再生ビジネス」を展開しています。 

当第１四半期は、不動産マーケットが厳しくなるなか、マンションの販売努力を重ねること等により、

概ね計画通りに推移しております。 
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 ＜化学事業＞ 

新日鐵化学㈱は、タール・炭素材分野において事業環境が堅調に推移したことに加え、競争が厳しい電

子材料分野においても携帯電話向けを中心とした回路基板用材料の販売を着実に伸ばすなど好材料はあり

ましたが、足下の原油・ナフサをはじめとする原燃料価格の高騰が化学品事業の収益圧迫要因となり、当

第１四半期は対前年同期で減益を余儀なくされました。 

引き続き製品価格改善に取り組むとともに、既存製品の生産能力増強、高耐熱透明材料「シルプラス」

製造設備新設等、更なる成長に向けた事業構造の構築に取り組んでおります。 

 

 ＜新素材事業＞ 

新日鉄マテリアルズ㈱におきましては、産業基礎部材分野において、特に炭素繊維は世界的に需要が旺

盛で、受注が好調に推移しておりますが、主要市場である半導体・電子部材市場の低迷が続き、前期の設

備増強に伴うコスト増等により収益は低下を余儀なくされました。 

なお、太陽電池用多結晶シリコンの製造・販売会社であるＮＳソーラーマテリアル㈱につきましては、

昨年 10 月の稼動開始後、早期の操業安定化に努めております。 

 

 ＜システムソリューション事業＞ 

新日鉄ソリューションズ㈱は、システムの企画、構築、運用・保守を一貫して提供するシステム・ライ

フサイクル・トータルソリューションを展開するとともに、仮想化技術を用いた IT インフラ最適化ソリ

ューションをはじめとする高度なソリューション・サービスを提供しております。 

当第１四半期は、業務ソリューションビジネスにおけるプロジェクトのコストオーバーラン、エンジニ

アの不稼働発生等により、対前年同期で増収減益となりました。 

なお、当第１四半期において同社は、金融機関向けソリューションビジネスにおけるリスク管理分野や

マーケティング分野の対応力の強化を図り、リスク管理分野におけるトップベンダーを目指すべく、㈱金

融エンジニアリング・グループの全株式を取得し、子会社化致しました。 

 

（売上・収益） 

  当第１四半期の連結業績につきましては、連結売上高は１兆 1,985 億円と前年同期に比べ 828 億円の増

収となる一方、原材料調達コストの増大等により、連結営業利益は対前年同期 97 億円減の 1,197 億円、連

結経常利益は対前年同期 46 億円減の 1,440 億円、連結四半期純利益は対前年同期 39 億円減の 827 億円と

なりました。 

   

（資金調達） 

  当社は、平成 20 年５月 23 日に第 56 回無担保社債 299 億円及び第 57 回無担保社債 299 億円を発行致し

ました。 
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２．連結財政状態に関する定性的情報 

当第１四半期末の連結総資産は、原料価格高騰等による棚卸資産の増加（1,219 億円）、現金預金の増

加（624 億円）、売掛債権の増加（545 億円）等の流動資産の増加に加え、投資有価証券の含み益の増加

を含む投資その他の資産の増加（1,038 億円）等があったことにより、平成 20 年３月末（５兆 1,934 億

円）から 3,744 億円増加し５兆 5,679 億円となりました。 

有利子負債（当第１四半期からリース債務を含む）につきましては、１兆 4,259 億円と平成 20 年３月

末（１兆 1,920 億円）から 2,339 億円増加しておりますが、これは賞与・法人税等・配当の支払が当第 

１四半期に集中したこと等によるものであります。 

 

 

３．連結業績予想に関する定性的情報 

(平成２１年３月期の見通し) 

当期については、下半期に向けて、サブプライムローン問題に端を発する金融収縮の実体経済への影響

を見極めていく必要がありますが、世界鉄鋼需要については、ＢＲＩＣＳを中心とした経済成長を受けて

７％程度の高い成長が見込まれるところであります。また、国内鋼材消費についても、建築分野の活動水

準の低下等で当該分野の需要に不安定な動きが見られるものの、製造業向けを中心に堅調な推移が見込ま

れ、国内外とも需給タイトな状況が継続する見込みであります。 

こうしたなかで、鉄鋼原材料については、鉄鉱石・原料炭が過去に例の無い大幅な価格引き上げを余儀

なくされたことに加え、スクラップや原油等の市況品価格の高騰が更に進んでいること等もあり、鋼材価

格の改善に取り組みながらも、それを上回るレベルで調達コストが増大している状況にあります。当期の

業績見通しについては、徹底的なコスト削減や鋼材価格の改善等を通じ、本年４月 25 日に発表致しました

状況から一定の改善が図られ、次のとおりとなる見込みであります。 

 
連結                             （単位 億円） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

年度 55,000 4,000 4,500 2,550 

上半期 26,400 1,800 2,100 1,300 

 

単独                             （単位 億円） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

年度 35,000 2,600 2,600 1,800 

上半期 17,300 1,300 1,300 1,100 

 

当社と致しましては、需給逼迫と価格上昇が続く原材料の確保と、需要家の皆様への製品の安定供給に

全力を傾注する所存であります。また、原材料調達コストの増大に対し、徹底したコスト削減等、最大限

の自助努力を継続するとともに、鋼材価格について、品種・分野毎の需給や国際市況・契約形態等も踏ま

え、需要家の皆様に更なる改善をお願いしていく等、一層の収益改善に取り組む所存であります。 
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(利益配分に関する基本方針及び第２四半期末（中間期末）の剰余金配当) 

当社は、連結業績に応じた利益の配分を基本として、企業価値向上に向けた投資等に必要な資金所要及

び先行きの業績見通し等を勘案するとともに、さらなる財務体質の強化を図りつつ、剰余金の配当を実施

する方針としております。連結業績に応じた利益配分の指標としては、連結配当性向年間 20%程度（単独

配当性向年間 30%程度）を基準と致しますが、当面は財務体質改善が最優先課題であることから、連結配

当性向年間 15～20%程度（単独配当性向年間 20～30%程度）と、基準に比べ、やや抑制した水準を目安と

させていただくこととし、その範囲内で、第２四半期末（中間期末）及び期末の剰余金の配当を実施する

ことと致しております。なお、第２四半期末（中間期末）の剰余金の配当は、年度配当方針並びに上半期

業績及び年度業績見通しを踏まえて判断することと致しております。 

第２四半期末（中間期末）の剰余金の配当方針につきましては、上記の方針を踏まえ、１株につき４円

の予定と致したく存じます。なお、期末の配当方針につきましては、第３四半期決算発表時に公表する予

定であります。 
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４．その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 

該当事項はありません。 

 

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

①簡便な会計処理 

該当事項はありません。 

②四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

     税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税金等調整前当期純利益に

対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税

率を乗じて計算しております。 

   なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

  ①会計基準等の改正に伴う変更 

   1) 当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第 12 号)及び「四半期

財務諸表に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第 14 号)を適用しております。ま

た、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。 

2) 通常の販売目的で保有する棚卸資産については、従来、主として総平均法による原価法によって

おりましたが、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」(企業会計基

準第９号)が適用されたことに伴い、主として総平均法による原価法(貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法)により算定しております。 

  この変更による損益に与える影響額は軽微であります。 

3) 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計

処理によっておりましたが、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準第13号)及び「リース

取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第16号)が改正され、平成20年４月１日

以後開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができることになったこ

とに伴い、当第１四半期連結会計期間からこれらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会

計処理によっております。また、所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産の減価

償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。 

この変更による損益に与える影響額は軽微であります。 

4) 当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する

当面の取扱い」(実務対応報告第 18 号)を適用しております。 

 

②①以外の変更 

在外子会社等の収益及び費用の本邦通貨への換算基準については、従来、連結決算日の直物為替

相場により円貨換算しておりましたが、期中平均相場による換算に変更しております。この変更は、

在外子会社等の重要性が増加したことに伴い、収益及び費用の各項目をより適正に表示するために

行ったものであります。 

この変更による損益に与える影響額は軽微であります。 
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(1)．四半期連結貸借対照表(平成20年6月30日現在)

(単位　百万円)

当四半期末
（20.6末）

前年度末
（20.3末）

当四半期末
（20.6末）

前年度末
（20.3末）

　流　動　資　産 2,037,288 1,752,424 　流　動　負　債 1,892,105 1,721,947

現 金 及 び 預 金 221,895 159,455 支 払 手 形 及 び 買 掛 金 657,573 619,974

受 取 手 形 及 び 売 掛 金 571,406 516,858 短 期 借 入 金 274,569 272,009

棚 卸 資 産 989,060 867,157 コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー 309,900 135,000

そ の 他 265,689 216,638 一 年 内 償 還 の 社 債 90,300 95,300

貸 倒 引 当 金 (-)10,763 (-)7,685 未 払 法 人 税 等 57,261 102,404

そ の 他 502,501 497,258

　固　定　負　債 1,167,915 1,057,596

社 債 263,224 223,274

長 期 借 入 金 476,761 466,433

　固　定　資　産 3,530,630 3,441,074 退 職 給 付 引 当 金 127,078 125,536

有 形 固 定 資 産 1,808,128 1,824,724 そ の 他 300,851 242,352

機 械 装 置 及 び 運 搬 具 913,781 928,901

そ の 他 894,346 895,823 3,060,020 2,779,543

株　主　資　本 1,695,227 1,650,440

無 形 固 定 資 産 25,437 23,103 資 本 金 419,524 419,524

資 本 剰 余 金 114,375 114,364

投 資 そ の 他 の 資 産 1,697,064 1,593,245 利 益 剰 余 金 1,422,665 1,377,823

投 資 有 価 証 券 1,506,856 1,396,521 自 己 株 式 (-)261,338 (-)261,272

そ の 他 195,270 201,837 評 価　・ 換 算 差 額 等 305,645 258,336

貸 倒 引 当 金 (-)5,062 (-)5,112 その他有価証券評価差額金 309,118 234,673

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 773 (-)1,508

土 地 再 評 価 差 額 金 11,247 11,247

為 替 換 算 調 整 勘 定 (-)15,493 13,923

  少 数 株 主 持 分 507,024 505,176

2,507,898 2,413,954

5,567,919 5,193,498 5,567,919 5,193,498

科 目 科 目

負 債 純 資 産 合 計資 産 合 計

負 債 合 計

純 資 産 合 計

５．四半期連結財務諸表
　当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号)及び「四半期財務
諸表に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第14号)を適用しております。また、「四半
期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。
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(３).継続企業の前提に関する注記

　　該当事項なし

(４).セグメント情報

［事業の種類別セグメント情報］

当第１四半期連結累計期間（平成20年4月1日～平成20年6月30日）

(単位 百万円)

製鉄事業
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

事業
都市開発

事業
化学事業 新素材事業

ｼｽﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝ
事業

計
消去又
は全社

連結

   売上高 1,030,296 72,456 11,089 64,715 19,242 34,849 1,232,651 (34,069) 1,198,582

   営業利益(△は営業損失) 111,661 2,210 1,082 3,467 △3 1,560 119,978 (274) 119,704

(５).株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　　該当事項なし

(単位　百万円)

当第１四半期連結累計期間

科 目 金  額 ％

売 上 高 1,198,582 100.0

売 上 原 価 △  993,182

売 上 総 利 益 205,399 17.1

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 △  85,695

営 業 利 益 119,704 10.0

受 取 利 息 及 び 配 当 金 11,694

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 13,044

そ の 他 13,830

営 業 外 収 益 38,570

支 払 利 息 △  4,431

そ の 他 △  9,755

営 業 外 費 用 △  14,186

営 業 外 損 益 24,383

経 常 利 益 144,087 12.0

固 定 資 産 売 却 益 3,568

特 別 利 益 3,568

税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益 147,655 12.3

法 人 税 等 △  57,609

少 数 株 主 利 益 △  7,284

四 半 期 純 利 益 82,761 6.9

(２)．四半期連結損益計算書(平成20年4月1日から平成20年6月30日まで)
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(２)．セグメント情報

［事業の種類別セグメント情報］

前第１四半期連結累計期間（平成19年4月1日～平成19年6月30日）

(単位 百万円)

製鉄事業
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

事業
都市開発
事業

化学事業 新素材事業
ｼｽﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝ

事業
計

消去又
は全社

連結

   売上高 935,664 71,519 16,355 80,227 16,929 32,953 1,153,650 (37,899) 1,115,751

   営業利益 113,969 3,715 3,298 7,434 20 2,890 131,329 (1,865) 129,464

「参考資料」

前第１四半期に係る財務諸表等

(１)．(要約)四半期連結損益計算書(平成19年4月1日から平成19年6月30日まで)

(単位　百万円)

前第１四半期連結累計期間

科 目 金  額 ％

売 上 高 1,115,751 100.0

売 上 原 価 △  908,612

売 上 総 利 益 207,139 18.6

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 △  77,675

営 業 利 益 129,464 11.6

受 取 利 息 及 び 配 当 金 8,086

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 12,252

そ の 他 11,807

営 業 外 収 益 32,146

支 払 利 息 △  4,175

そ の 他 △  8,744

営 業 外 費 用 △  12,919

営 業 外 損 益 19,227

経 常 利 益 148,691 13.3

固 定 資 産 売 却 益 864

特 別 利 益 864

税 金 等 調 整 前 四 半 期 純 利 益 149,556 13.4

法 人 税 等 △  56,351

少 数 株 主 利 益 △  6,503

四 半 期 純 利 益 86,701 7.8
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平成20年7月31日
新日本製鐵㈱

＜損益概要等（連結）＞ （単位　億円） ＜諸元＞

H20　1/四 H19　1/四 差異

11,985 11,157 ＋ 828

1,197 1,294 × 97

1,440 1,486 × 46

35 8 ○ 27

827 867 × 39

<一株当たり当期利益> <13.2> <13.7> <× 0.5>

※1 連結経常利益の対前年同期（×４６億円）分析

　　　（参考１）セグメント情報

（次ページにつづく）

平成２０年度1/四期決算について

特 別 利 益

当 期 利 益

売 上 高

営 業 利 益

経 常 利 益

（単位　億円）

Ｈ20　1/四 Ｈ19　1/四 差異

11,985 11,157 ＋ 828

製 鉄 10,302 9,356 ＋ 946

ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ 724 715 ＋ 9

都 市 開 発 110 163 ▼ 53

化 学 647 802 ▼ 155

新 素 材 192 169 ＋ 23

ｼｽﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝ 348 329 ＋ 19

消 去 ▲ 340 ▲ 378 ＋ 38

*君津コークス事業の製鉄事業への移管影響▼163を含む

1,197 1,294 × 97

製 鉄 1,116 1,139 × 23

ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ 22 37 × 15

都 市 開 発 10 32 × 22

化 学 34 74 × 40

新 素 材 ▲ 0 0 × 0

ｼｽﾃﾑｿﾘｭｰｼｮﾝ 15 28 × 13

消 去 ▲ 2 ▲ 18 ○ 16

売 上 高

営 業 利 益

*

※1

対前年同期

連結経常損益　差異 × 46

× 1,350

１．製鉄事業 × 1,250

①生産出荷 ○ 50

②販売価格・構成改善 ○ 1,300

③原料価格 × 2,700

④コスト改善 ○ 150

⑤その他（減価償却費等） × 50

２．非鉄事業 × 100

３．消去  ～ 

○ 1,300
Ⅱ．H20年度一過性影響
　　　（在庫評価差等）

Ⅰ．H19 1/四→H20 1/四損益変動

※その他既公表案件

・ArcelorMittal社との戦略提携及び北米における自動車鋼板合弁事業の拡大に関する覚書締結　（H19.7月公表）

・高級厚板の製造体制強化（大分製鉄所／厚板工場）　（H19.7月公表）

・ウジミナス社拡張投資計画への全面的支援　（H19.8月公表）

・POSCO社との共同出資による還元鉄の供給と乾式ダストリサイクルに関する合弁会社設立　（H19.10月公表）

・住友金属工業㈱・㈱神戸製鋼所間との更なる連携深化・拡大施策に関する合意、

  及び相互の株式追加取得（H19.10月公表）

・当社および住友商事㈱による三井鉱山㈱の持分法適用関連会社化、三社間の業務提携の強化（H20.2月公表）

・ウジミナス社拡張投資計画の主要案件について決定　（H20.3月公表）

・ArcelorMittal社と北米自動車鋼板合弁事業の拡大並びに戦略的提携契約について合意　（H20.4月公表）

・西豪州鉄鉱石ローブリバーJVにおける出荷能力の拡張について決定　（H20.7月公表）

（参考2）　当社連結経営強化の状況について

■事業統合・経営基盤強化

時期 社名 具体的内容

H18.4月 日鉄住金ロールズ㈱
日鉄ﾊｲﾊﾟｰﾒﾀﾙ㈱と㈱ｶﾝﾄｸ（住友金属工業㈱の
100%子会社）の圧延用鋳造ﾛｰﾙ事業の統合

H18.6月 山陽特殊製鋼㈱ 相互提携および持分法適用関連会社化

ＮＳソーラーマテリアル㈱ 太陽電池多結晶シリコン事業製造会社の設立

H18.7月 新日鉄ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ㈱・新日鉄ﾏﾃﾘｱﾙｽﾞ㈱
会社分割による連結経営推進体制
（６事業ｾｸﾞﾒﾝﾄ体制）の確立

H18.12月 日鉄住金鋼板㈱・日鐵住金建材㈱
当社と住友金属工業㈱の両社ｸﾞﾙｰﾌﾟにおける
建材薄板事業と道路・土木商品関連事業の統合

サイアム･ユナイテッド・スチール社（タイ） 連結子会社化

ウジミナス社（ブラジル） 持分法適用関連会社化

H19.6月 合同製鐵㈱ 持分法適用関連会社化

H19.7月 日鐵ドラム㈱・北海鋼機㈱ 完全子会社化

新日鐵化学㈱ 新日鐵化学君津コークス事業の当社への統合

H19.12月 王子製鉄㈱ 連結子会社化

H20.3月 新和海運㈱ 持分法適用関連会社化

（１）当社

Ｈ20 1/四 Ｈ19 1/四 差異

916 872 ＋ 44

（単独ﾍﾞｰｽ） (830) (799) (＋ 31)

808 789 ＋ 19

91.9 78.3 ○ 13.6

104 120 16円高

（２）全国

粗鋼生産量(万t) 3,106 2,989 ＋ 117

鋼材消費(万t)　*1 1,893 1,958 ▼ 65

( ウ チ 製 造 業 ) (1,276) (1,240) (＋ 36)

< 製 造 業 比 率 > <67%> <63%> <+ 4%>

普通鋼鋼材消費(万t) 1,517 1,585 ▼ 68

建 設 579 678 ▼ 99

製 造 業 938 907 ＋ 31

特殊鋼鋼材消費(万t) 376 373 ＋ 3

986 908 ＋ 78

536 543 ▼ 7

薄板三品在庫(万t) 409 408 ＋ 1

*1 当社推定値

*2 6月末（速報）

全鋼材通関ﾍﾞｰｽ輸出高(万t)

国内ﾒｰｶｰ問屋在庫(万t)

連結粗鋼生産量(万t)

鋼材出荷量(万t)

鋼材価格(千円/t)

為替(円/＄)

*2

- 1 -



平成20年7月31日
新日本製鐵㈱

＜損益見通し（連結）＞ （単位　億円）

H20FY見 H19FY 差異

上期 上期 上期 上期 【暫定値】

26,400 55,000 23,163 48,269 ＋ 3,237 ＋ 6,731 26,000 54,000

1,800 4,000 2,644 5,455 × 844 × 1,455 1,300 3,500

2,100 4,500 2,840 5,641 × 740 × 1,141 1,300 3,700

（ 対 前 回 公 表 ） （○ 800) （○ 800)

1,300 2,550 1,764 3,549 × 464 × 999 700 2,100

<20.7> <40.5> <28.0> <56.3> <× 7.3> <× 15.8> <11.1> <33.3>

（参考）セグメント情報

H20FY見 H19FY 差異

上期 上期 上期 上期 【暫定値】

26,400 55,000 23,163 48,269 ＋ 3,237 ＋ 6,731 26,000 54,000
製 鉄 22,500 46,000 19,629 39,945 ＋ 2,871 ＋ 6,055 22,000 45,000
ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ 1,600 3,800 1,506 3,598 ＋ 94 ＋ 202 1,600 3,800
都 市 開 発 300 800 314 938 ▼ 14 ▼ 138 300 850
化 学 1,400 3,000 1,494 2,890 ▼ 94 ＋ 110 1,350 2,800
新 素 材 400 900 360 761 ＋ 40 ＋ 139 500 1,050
ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ 750 1,700 759 1,653 ▼ 9 ＋ 47 750 1,700
消 去 ▲ 550 ▲ 1,200 ▲ 901 ▲ 1,518 ＋ 351 ＋ 318 ▲ 500 ▲ 1,200

1,800 4,000 2,644 5,455 × 844 × 1,455 1,300 3,500
製 鉄 1,600 3,500 2,349 4,759 × 749 × 1,259 1,100 2,900
ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ 70 210 66 214 ○ 4 × 4 70 210
都 市 開 発 30 70 43 126 × 13 × 56 40 100
化 学 80 170 131 210 × 51 × 40 80 200
新 素 材 2 20 2 5  － ○ 15 10 40
ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ 50 160 64 147 × 14 ○ 13 60 160
消 去 ▲ 30 ▲ 130 ▲ 12 ▲ 8 × 18 × 122 ▲ 60 ▲ 110

※1　連結経常利益の対前年同期（×740億円）の内訳 (単位：億円） ※2　連結経常利益の対前年（×1,140億円）の内訳 (単位：億円）

（注）　上記の予想には本資料の発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれております。

 　　実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。

平成２０年上期・年度決算見通しについて

当 期 利 益

売 上 高

営 業 利 益

経 常 利 益

H20FY見（前回4.25公表）

H20FY見（前回4.25公表）

売 上 高

営 業 利 益

<一株当たり当期利益>

※2

＜剰余金の配当方針（第２四半期末）について＞

平成20年度第２四半期における剰余金の配当方針（第２四半期末）につきましては、既公表の配当方針
並びに今般の上期及び年度業績見通しを踏まえ、一株につき４円の予定と致したく存じます。

※1

対前年同期

連結経常利益　差異 × 740

Ⅰ.H19上→H20上利益変動 × 2,140

1.製鉄事業 × 2,040

①生産出荷 ○ 150

②販売価格・構成改善 ○ 3,600

③原料価格 × 5,700

④コスト改善 ○ 350

⑤その他（減価償却費等） × 440

２.非鉄事業 × 50

３.消去 × 50

○ 1,400
Ⅱ．H20年度一過性影響
　　　（在庫評価差等）

対前年

連結経常損益　差異 × 1,140

× 2,740

１．製鉄事業 × 2,590

①生産出荷  ～ 

②販売価格・構成改善 ○ 8,000

③原料価格 × 11,000

④コスト改善 ○ 1,000

⑤その他（減価償却費等） × 590

２．非鉄事業 × 50

３．消去 × 100

○ 1,600

Ⅰ．H19FY→H20FY損益変動

Ⅱ．H20年度一過性影響
　　　（在庫評価差等）
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[ 参考 ]

四半期業績の推移

平成２1年３月期 平成２０年３月期

百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

1,198,582 2,640,000 5,500,000 2,600,000 5,400,000 1,115,751 1,200,599 2,316,350 1,189,842 1,320,781 2,510,624 4,826,974

製 鉄 事 業 1,030,296 2,250,000 4,600,000 2,200,000 4,500,000 製 鉄 事 業 935,664 1,027,256 1,962,920 988,389 1,043,217 2,031,606 3,994,526

ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ
事 業

72,456 160,000 380,000 160,000 380,000
ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ
事 業

71,519 79,123 150,642 82,547 126,694 209,241 359,884

都 市 開 発
事 業

11,089 30,000 80,000 30,000 85,000
都 市 開 発
事 業

16,355 15,103 31,458 25,103 37,277 62,380 93,839

化 学 事 業 64,715 140,000 300,000 135,000 280,000 化 学 事 業 80,227 69,252 149,479 71,840 67,708 139,549 289,029

新 素 材 事 業 19,242 40,000 90,000 50,000 105,000 新 素 材 事 業 16,929 19,102 36,031 20,960 19,165 40,126 76,157

ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ
事 業

34,849 75,000 170,000 75,000 170,000
ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ
事 業

32,953 43,013 75,966 36,396 52,997 89,393 165,360

消 去 又 は
全 社

(34,069) (55,000) (120,000) (50,000) (120,000)
消 去 又 は
全 社

(37,899) (52,250) (90,149) (35,394) (26,279) (61,674) (151,823)

119,704 180,000 400,000 130,000 350,000 129,464 134,993 264,457 143,648 137,474 281,123 545,580

【10.0%】 【6.8%】 【7.3%】 【5.0%】 【6.5%】 【11.6%】 【11.2%】 【11.4%】 【12.1%】 【10.4%】 【11.2%】 【11.3%】

111,661 160,000 350,000 110,000 290,000 113,969 121,021 234,990 124,978 115,982 240,960 475,951

【10.8%】 【7.1%】 【7.6%】 【5.0%】 【6.4%】 【12.2%】 【11.8%】 【12.0%】 【12.6%】 【11.1%】 【11.9%】 【11.9%】

2,210 7,000 21,000 7,000 21,000 3,715 2,909 6,624 5,619 9,252 14,871 21,496

【3.1%】 【4.4%】 【5.5%】 【4.4%】 【5.5%】 【5.2%】 【3.7%】 【4.4%】 【6.8%】 【7.3%】 【7.1%】 【6.0%】

1,082 3,000 7,000 4,000 10,000 3,298 1,072 4,370 3,390 4,841 8,231 12,602

【9.8%】 【10.0%】 【8.8%】 【13.3%】 【11.8%】 【20.2%】 【7.1%】 【13.9%】 【13.5%】 【13.0%】 【13.2%】 【13.4%】

3,467 8,000 17,000 8,000 20,000 7,434 5,668 13,102 5,490 2,456 7,947 21,050

【5.4%】 【5.7%】 【5.7%】 【5.9%】 【7.1%】 【9.3%】 【8.2%】 【8.8%】 【7.6%】 【3.6%】 【5.7%】 【7.3%】

▲ 3 200 2,000 1,000 4,000 20 194 214 499 ▲ 155 344 559

【▲0.0%】 【0.5%】 【2.2%】 【2.0%】 【3.8%】 【0.1%】 【1.0%】 【0.6%】 【2.4%】 【▲0.8%】 【0.9%】 【0.7%】

1,560 5,000 16,000 6,000 16,000 2,890 3,540 6,430 3,174 5,152 8,326 14,756

【4.5%】 【6.7%】 【9.4%】 【8.0%】 【9.4%】 【8.8%】 【8.2%】 【8.5%】 【8.7%】 【9.7%】 【9.3%】 【8.9%】

消 去 又 は
全 社

(274) (3,000) (13,000) (6,000) (11,000)
消 去 又 は
全 社

(1,865) 589 (1,276) 496 (55) 440 (835)

144,087 210,000 450,000 130,000 370,000 148,691 135,321 284,012 150,656 129,449 280,106 564,119

【12.0%】 【8.0%】 【8.2%】 【5.0%】 【6.9%】 【13.3%】 【11.3%】 【12.3%】 【12.7%】 【9.8%】 【11.2%】 【11.7%】

82,761 130,000 255,000 70,000 210,000 86,701 89,708 176,409 86,647 91,932 178,580 354,989

【6.9%】 【4.9%】 【4.6%】 【2.7%】 【3.9%】 【7.8%】 【7.5%】 【7.6%】 【7.3%】 【7.0%】 【7.1%】 【7.4%】

円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円 円

13.15 20.66 40.53 11.12 33.37 13.70 14.25 27.96 13.77 14.61 28.38 56.33

※各利益欄下段の【  】内は売上高利益率

※消去又は全社における（　）はマイナスを表す

第４四半期

売 上 高

営 業 利 益

19年4月～19年6月 19年7月～19年9月 19年4月～19年9月 20年1月～20年3月

経 常 利 益

Ｈ19年度

第１四半期 第２四半期 上期 第３四半期

19年10月～19年12月

下期

19年4月～20年3月19年10月～20年3月

製 鉄 事 業

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ
事 業

都 市 開 発
事 業

化 学 事 業

新 素 材 事 業

当 期 純 利 益

ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ
事 業

（4/25公表）

20年4月～21年3月

上期見通し

20年4月～21年3月

（7/31公表）

20年4月～20年6月

売 上 高

営 業 利 益

20年4月～20年9月

H20年度見通し【暫定値】

新 素 材 事 業

ｼ ｽ ﾃ ﾑ ｿ ﾘ ｭ ｰ ｼ ｮ ﾝ
事 業

製 鉄 事 業

ｴ ﾝ ｼ ﾞ ﾆ ｱ ﾘ ﾝ ｸ ﾞ
事 業

都 市 開 発
事 業

化 学 事 業

上期見通し【暫定値】

（4/25公表）

20年4月～20年9月

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

経 常 利 益

当 期 純 利 益

H20年度見通し

第１四半期
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平成 20 年 7 月 31 日 

新日本製鐵株式會社 

コード番号 5401  上場取引所 東京、大阪、名古屋、札幌、福岡 

問合せ先   責任者役職名 広報センター所長 

       氏    名 丸川 裕之           TEL (03)3275-5014 
 

＜平成 21 年 3 月期 第１四半期決算 補足情報＞ 

 

 

〔全国〕 

１．粗鋼生産量 

単位：万トン

第１四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
H19年度 2,989 5,980 3,088 3,084 6,172 12,152
H20年度 3,106 6,162

 

２．在庫推移 

 国内ﾒｰｶｰ問屋在庫 （在庫率） 薄板三品：熱延＋冷延＋表面処理 ときわ会 H形鋼 

  万ﾄﾝ ％ 万ﾄﾝ 万ﾄﾝ

H18. 9 末  535 (101.0) 405  26.9  

H18.10 末  535 ( 98.0) 398  26.0  

H18.11 末  521 ( 97.6) 381  25.7  

H18.12 末  537 (106.3) 389  25.7  

H19. 1 末  554 (109.2) 406  26.7  

H19. 2 末  534 (104.6) 398  27.0  

H19. 3 末  535 ( 95.5) 402  27.7  

H19. 4 末  541 (106.7) 407  27.1  

H19. 5 末  562 (107.5) 420  27.4  

H19. 6 末  543 (101.8) 408  27.0  

H19. 7 末  549 (106.0) 411  25.6  

H19. 8 末  563 (113.6) 425  25.3  

H19. 9 末  561 (107.1) 419  26.7  

H19.10 末  563 (103.6) 416  27.8  

H19.11 末  552 (105.4) 410  28.1  

H19.12 末  566 (114.1) 409  27.9  

H20. 1 末  562 (112.1) 418  26.4  

H20. 2 末  538 (104.3) 408  22.9  

H20. 3 末  518 ( 90.1) 402  21.4  

H20. 4 末  523 (102.9) 404  21.0  

H20. 5 末  535 (104.7) 411  21.9  

H20. 6 末  536 (101.3) 409  23.6  

（速報）      
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〔当社〕 

３．出銑量(当社＋北海製鉄) 

単位：万トン

第１四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
H19年度 767 1,563 809 820 1,629 3,192
H20年度 804 1,630程度

 

４．粗鋼生産量 

 

【連結ベース】 当社＋連結子会社

単位：万トン

第１四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
H19年度 872 1,764 924 936 1,859 3,623
H20年度 916 1,830程度

 
【参考：単独ベース】  

単位：万トン

第１四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
H19年度 799 1,621 837 853 1,690 3,311
H20年度 830 1,660程度

 

５．鋼材出荷量  

単位：万トン

第１四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
H19年度 789 1,604 823 863 1,686 3,290
H20年度 808 1,650程度

 

６．鋼材平均価格 

単位：千円/トン

第１四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
H19年度 78.3 79.3 80.2 80.2 80.2 79.8
H20年度 91.9 98程度

 
７．鋼材輸出比率（金額ベース） 

単位：％

第１四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
H19年度 33.3 34.1 32.3 33.0 32.6 33.4
H20年度 31.8 34程度

 
８．為替レート 

単位：円/$

第１四半期 上期 第３四半期 第４四半期 下期 年度
H19年度 120 119 113 108 111 115
H20年度 104 105
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９．有価証券含み損益（その他有価証券時価評価） 

 （単位：億円）          

 H20 年度第１四半期末 H19 年度末 差異 

連結 5,186(3,091) 3,936(2,346) +1,250(+744) 

【日経平均】 【13,481】 【12,526 円】 【+956 円】 

（ ）内は税効果後の純資産直入額 

 

１０．設備投資（工事ベース）及び減価償却費 

（単位：億円）  

 平成 20 年度見通し 平成 19 年度実績 

 設備投資額 減価償却費 設備投資額 減価償却費 

連結 3,400 2,850 3,100 2,440 

単独 2,600 2,100 2,300 1,749 

 

 

 

以  上 


